
（第５条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式１

創薬・医療系オープンイノベーションに資する大学保有機器等の共用に関する利用申請書

　　年　　月　　日

　東京医科歯科大学リサーチコアセンター長　殿
下記のとおり利用したいので申し込みます。なお、承認後は、機器等の利用にあたり、「国立大学法人東京医科歯科大学創薬・医療系オープンイノベーションに資する大学保有機器等の共用に関する利用内規」など、貴学の学内規則及び関係する法令等を遵守します。
　　　　(申請者)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住 所 

　　　機関名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者等氏名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　　　年　　月　　日
記

	課題ID
	

	１．利用者
	研究代表者


	企業等機関名：

職　名：

氏　名：　　　　　　　　　　　生年月日：　　年　　月　　日
住　所：（〒
）

TEL：
FAX：

E-mail：

	
	施設利用者
	企業等機関名：

職　名：
氏　名：
生年月日：　　年　　月　　日
TEL:

	
	
	企業等機関名：

職　名：
氏　名：
生年月日：　　年　　月　　日
TEL:

	
	連絡担当者
	所属機関及び担当部署名：

職　名：
氏　名：

生年月日：　　年　　月　　日

住　所：（〒
）

TEL：
FAX：

E-mail：

	２．研究課題名



	３．利用機器（別表にしたがって、利用する機器種類等の番号及び機器名を記入して下さい。複数可。）



	４．利用区分（□にチェックを入れて下さい。）
□利用者自身が利用

　　□解析を依頼

	５．目的（機器をどのような目的に利用しようとしているか記載）



	６．利用期間及び総利用予定時間数

　　年　月　日～　　年　月　日(　　日間)

予定総時間数　　　
時間

内訳：

・利用日及び時間は，必要に応じ，担当職員と調整後決定する。

・利用日別時間数は，必要に応じ別様の利用時間予定表に記載する。


	７．持ち込み試料について

　　□　個体　　　□　組織　　　□　細胞　　　□　微生物　　□その他（　　　　　　）

	試料の状態
　　□　固定

　　□　未固定
	　ヒト試料の有無

· 　有

· 　無

	　試料の状態について詳細



	８．研究遂行に当たり考慮される関係法令等について

　　□　生命倫理関係　　　□　動物実験関係　　　 □　遺伝子組換え生物等実験関係

　　□　病原微生物・特定病原体関係（毒素も含む） □　放射性同位元素等関係

　　□　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　□　該当なし
　※実験内容等により各所属機関の実験承認書や本学の誓約書の提出を求める場合があります。

	９．試料等の保存の必要性、保存方法（当センターで保存する場合に記載。最大保存期間は実験期間内）


	１０．試料等の廃棄方法

	※本利用申請書は、研究課題審査及び創薬・医療系オープンイノベーションに資する大学保有機器等の共用に関する協定に基づく事務以外の目的には利用しない。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　※事務局記入欄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　課題ID：


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受理日：　
年
月
日

事務局
指導研究員

センター長



作成上の留意事項

１．本研究計画書は、申請課題の採択の可否等を決定するための評価に使用されるものである。課題IDは、事務局が定めるので記入しないこと。
２．「１．利用者」について
（１）研究代表者は、企業等機関名・氏名と職名及び研究内容に関して連絡可能な連絡先を記載すること。
（２）施設利用者については、利用者名等をすべて記載すること。

（３）連絡担当者については、事務的な連絡先担当者について記載すること。

３．「３．利用機器」について

本事業で対象としている機器の中から、申請研究に利用する機器の番号及び機器名を、別表に基づいて記入すること。
４．「４．利用区分」について
　　利用者自身が利用するのか、解析を依頼するのかを選択して下さい。

５．「５．目的」は、平易な文章で記載すること。また、機器の利用実施方法等について簡潔に記載すること。なお、有害物質や毒素等を持ち込む際は、実験方法に名称を記載し、「８．研究遂行に当たり考慮される関係法令について」にチェックを入れること。
６．「６．利用期間及び総利用予定時間数」について
当該事業年度中の研究予定期間を記載すること。研究期間は１申請につき最大１年とする。
７．「７．持ち込み試料」について

本事業で使用する試料について記載すること。

機器利用に伴う消耗品等の経費については、利用者が負担することとする。ただし解析を依頼する場合はこの限りでない。シェアリング機器の利用を希望する場合は、都度相談すること。
８．「８．研究遂行に当たり考慮される関係法令等の有無」について

（１）研究対象者に対する人権擁護上の配慮、研究方法による研究対象者に対する不利益、危険性の排除や説明と同意（インフォームド・コンセント）に関わる状況、などを必ず記載すること。倫理面の問題がないと判断した場合には、その旨記入するとともに必ず理由を明記すること。なお、ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針（平成１６年文部科学省・厚生労働省・経済産業省告示第１号）、疫学研究に関する倫理指針（平成１９年文部科学省・厚生労働省告示第１号）、遺伝子治療臨床研究に関する指針（平成１６年文部科学省・厚生労働省告示第２号）、臨床研究に関する倫理指針（平成２０年厚生労働省告示第４１５号）、ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針（平成１８年厚生労働省告示第４２５号）及び申請者が所属する研究機関で定めた倫理規定等を遵守するとともに、あらかじめ当該研究機関の長等の承認、届出、確認等が必要な研究については、研究開始前に所定の手続を行うこと。
（２）その他該当する関係法令等に関連する実験を行う際は、実験内容等により各所属機関の実験承認書や本学の誓約書の提出を求める場合がある。

９．その他
記載に際しては、各項目の記載量に応じて、適宜、欄を調整して差し支えない。


